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お わ り に―わが国との比較
は じ め に
わが国においては， 20 年前にイギリスの制度を参考に， PFI 制度が導入さ
れた1）。PFI は近年になって大きな注目を集めてきた。例えば， 小牧市におけ
る PFI 事業としてのいわゆるツタヤ図書館をめぐる住民投票や， 西尾市にお
ける大規模な PFI 事業の見直しにつながる市長選とともに注目された。さら
に， 2018 年になって， 水道事業に対するコンセッション導入を契機に， 全国
的に PFI に対する関心が高まり， あわせて国際的な再公営化の動向も紹介さ
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れてきた2）。
他方， いち早く PFI を導入したイギリスにおいては， 2018 年に大きな転換
点を迎えた。まず，1月に，PFI 事業を多数手がけるカリリオン社 （Carillion） 
が経営破綻し，同じ 1 月に『PFI と PF2』と題した会計検査院報告書が公表
された3）。それを受けて，同年 6月に，『Private Finance Initiatives』と題し
た庶民院の決算委員会報告書が公表された4）。会計検査院や国会の委員会と
いった公的機関が PFI を扱ったり，PFI に対する消極的な評価を示したりす
ることはこれが初めてではないものの，それらの内容はかなり厳しいものと
なっている。これらの報告書を受けて，保守党政権も野党労働党も新規の







にイギリスの PFI とその改革としての PF2 を紹介し，次に，上記で触れた
2018 年の状況を検討し，第三に，これらの報告書では扱われていない PFI/
PPP 契約の解約等の問題や PFI に限定されないより一般的な行政民間化の
幾つかの論点について検討する6）。その上で，最後にわが国との比較を簡単
に行う7）。












を確認しておく。従来の仕組みである PSC（Public Sector Comparator）と PFI
事業の事業期間全体のライフ・サイクル・コスト（Life Cycle Cost）とを比較し
て，バリュ ・ーフォ ・ーマネー（Value for Money）を生み出す場合に，PFI が利
用されることになる。
PFI では， SPC （Special Purpose Company） （特別目的会社） が業務を遂行し， 必
要な資金を SPC が金融機関等から調達する。通常，行政組織による起債に
よる調達よりも高額になることから，それ以外の部分で，バリュ ・ーフォ ・ー
































2012 年 12 月に PFI を改革した PF2 が公表される12）。この改革によって，
従来の PFI を継承する PF2 が新たに始まるが，従来の PFI は長期の事業で
あるため存続し，公的文書においては，PFI と PF2 が並列して示されること
が一般的である。以下では，改革の幾つかの点について紹介しておく13）。




負債に大きく依存していたが，資本の割合を引き上げ，20% から 25% に引













第五に，入札過程の期間 （入札公告から優先交渉者の選定までの期間） を 18 カ月
以内に短縮することである。
会計検査院報告書は15），PFI を継承するこの PF2 について，PFI に多数の
変更があったが，民間部門が資金調達し，資産を建設し，維持管理し，公共
部門が 25 年から 30 年にわたって毎年の料金を支払うという PFI の基本的な




大部分の新規契約から排除するものである。しかし，初期の PFI はともかく， 
PF2 導入前の多くの PFI は，既にこのようなソフトサービスを排除していた






PFI・PF2 事業があり，全体の資本価値は，594 億ポンドである。2007–2008 年




















員会は， 幾つかの PFI プロジェクトは， 予期できない費用をカバーするため
により高額の建設価格を課し，価格は依然として，PFI プロジェクトにおい
て上昇し得るとする。

























































































は 10 年以上古いものであるが，NHS のロンドン調達パートナーシップから
のより最近のデータは，ロンドンの病院における清掃のようなサービス費用
は PFI 契約の下でより高額であるとしている。保健省は，これらの費用は， 
PFI 契約のリスク移転と契約間の異なる清掃水準の潜在性のために，比較可
能ではないと考えている。2017 年調査に回答した省庁は，運営費用は PFI





第三に， 「資産の質と維持管理」 について， PFI 契約は， 建物は特定された
水準に維持管理されなければならないと規定しており，会計検査院の以前の
分析は，PFI の下で契約上合意された水準が，PFI 病院のより高額の維持管
理支出に帰結していることを示してきた。公的機関は， 非 PFI 資産の維持管
理支出を減額する能力を有しているが， これは PFI 契約の下で行うことはか












如として， 2017 年調査において， 省庁は， 運営上の柔軟性のなさが PFI の欠
点であると報告し，PFI 構造は，契約変更が高額になることを意味すること
を述べる。そして，政府は，もはや要求しないサービスのために支払うよう
また拘束され得ることがあるとして， その例として， リバプール （Liverpool）・
シティ・カウンシルが，現在空になっているパークランド・ハイ・スクール







を数量化するための結果のデータ収集をしておらず，IPA （Infrastructure and 






4）　バリュ ・ーフォ ・ーマネー査定過程が PFI を有利にすること23）
会計検査院は，2013 年の報告書において，バリュ ・ーフォ ・ーマネー査定











































えた。便益を数量化する情報なしで，PFI がバリュ ・ーフォ ・ーマネーを提供
するか知ることはできず，決算委員会は，財務省および IPA が 2019 年 4 月


















2012 年の PF2 の開始以来，わずか 6 プロジェクトで PF2 を用いてきたにと
どまっている。それは，五つの束において，46 の学校を建設する計画（Prior-
ity School Building Programme）と病院（Midland Metropolitan Hospital）である。




紹介する。まず，PFI と PF2 は，ヨーロッパ投資銀行（European Investment 
Bank）から，商業銀行の負債よりも低コストで提供される資金調達する利益
を受けているが，イギリスの EU 離脱によるアクセスへの影響が不明確であ
ることである。もう一つは，PF2 以外の他の形態 PPP が活用されているこ
とである。ここ 5 年間は PF2 よりも多くの投資を行っており，ヨーロッパ




部門を関与させる他の方法があり，過去 5 年間の間に，政府は，PF2 を通し
てよりもこれらの他の方法を用いるより多くのインフラ投資を確保したこと
を紹介する。













しており，PFI や PF2 には，費用効率性やバリュ ・ーフォ ・ーマネーが期待で
きないことが述べられていることになる。
（2）　ターゲットを限定された PF2











また， IPA は， 過度に複雑で， （IT プロジェクトのような） テクノロジーのリス
クをもつ大規模なプロジェクトは，PF2には適切ではないと述べる。もし PF2





り困難になり， 将来 PF2 を活用する範囲は， 限定されているようにみえると
する。
イギリスの場合には，リスク移転に大きな焦点があり，大規模で複雑なプ





ロア ・ーテムズ・クロッシング（Lower Thames Crossing）へのアプローチ道路に
PF2 を用いることが触れられており33），さらに，カリリオン社の経営破綻を
受けて 2018 年 7 月に公表された行政憲法特別委員会報告書において34），上
記以外に， 同年 6月に司法大臣であるスチュアート （Stewart） が， 新しいグレ








かを確認しておきたい。まず， 決算委員会が 2019 年 4 月までに， PFI の便益












して，PFI・PF2 にかかわって，「私はいままで財務大臣として PFI 契約に
署名してこなかったし，今日署名しないことを約束することができる。私









月 25 日に，新規の PFI 事業を承認せず，既存の契約を直営にすること，イ
ンフラの資金調達をし，公的金銭を節約し，サービスと労働条件を改善する
ための代替的な公共部門のモデルを開発することを約していた38）。労働党
は， すべての PFI 契約を見直し， もし必要であれば， 顕著な契約を引継ぎ，
それらを直営に戻すとする。また，労働党は，2017 年の総選挙の公約にお
いて，PFI だけではなく，民営化した郵便等について再国有化へと舵を切る
ことを示している39）。このように， 保守党政権だけではなく， 労働党も PFI・
PF2 の活用という点での基本的な方向は大きく変化している。労働党は，新
規の PF2 を認めないことでは保守党と共通しているものの， さらに， 再国有



















最初に，カリリオン社の経営破綻以前に，PFI や PPP 等における民間企
業の経営破綻等の問題状況について確認しておきたい。PFI に限定されず，




まず，1990 年代以来，2017 年早い段階までに，買収事例が 11 件，解約事
例が 20 件，重大な問題事例が 43 件の計 74 プロジェクトで問題が起こって





省は，重要な PFI プロジェクトで NHSトラストへの財政援助資金として150
億ポンドを提供することを強制された。150 億ポンドは，多くの PFI プロ
ジェクトが終了する前の 2027 年までに使用され，NHSトラストは，さらに
次の 20 年にわたって PFI プロジェクトのために 150 億ポンドの追加的援助













 貧弱な達成水準  6　件
 ICT の問題，費用超過および遅延  3　件
 計画許可を得ることができないこと  2　件
 貧弱な要求の予測  1　件
 建設の欠陥  2　件
 財政的欠陥  3　件
 資金調達費用の削減  3　件
計 20　件
（出典）　D. Whitfield, PFI/PPP Buyout, Bailouts, 
Terminations and Major Problem Contracts in UK 
（European Service Strategy Unit, 2017）, p. 23.
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2　現在の行政民間化の論点
カリリオン社の経営破綻により， PFI のみならず， 現在の行政民間化に関し
て，労働組合が関心を向け46），庶民院の行政憲法委員会報告書がその検討を
行っている47）。カリリオン社は， 経営破綻したときに， 公共部門と420 件の契
約を締結していたことがわかっている。また， 地方自治体協会 （Local Govern-







































2018 年 6 月のわが国の経団連に相当する CBI の報告書は，次のように述
べている55）。高レベルのリスク移転が供給者によって提起されたキーとなる




























地方レベルにおいて，2012 年公共サービス （社会的価値） 法 （Public Service 












































ギリスの PFI は， 客観的にも用いられなくなっており， 政策的妥当性も疑わ
れており，現状ではその「終焉」に向かっているように思われる。このこと



















民に対する説明責任履行の観点から，今後 PFI に関わる将来債務について， 
毎年度の支払い額をはじめとして誰にとってもわかりやすく，丁寧な公表の
仕方をするということと考えられる」とする。それ以外にも，地方債の起債





はと推察される」ことである63）。これは，「1999 年に PFI 法が施行されて以
降，① イギリスで成功しているということを踏まえて，国が PFI による事
業実施を推進した， ② PFI では， 国の中央省庁， 地方自治体が予算として初
期投資費用を確保しなくともよい，③ 事業費用の支払いが長期にわたって
平準化される， ④ 従来型のように， 設計， 建設， 維持管理など複数の民間事
業者と個々に業務委託契約を結ぶのではなく，PFI 事業のための組成グルー
プ代表企業もしくは特別目的会社 （SPC） と契約を結ぶことにより， 各省， 地
方自治体にとっては金額としては表れない取引コストを大幅に節約できる，
といったことなどから，PFI 事業を行うことを念頭に民間アドバイザーを活
用しつつ VFM 評価を行い，結果的に意図してあえて PFI 事業」を行ったこ
との指摘である。
この指摘は，次の第三のバリュ ・ーフォ ・ーマネー評価にもかかわると思
われるが，PFI 導入の誘導策と考えると，最近の自治体における PFI 導入
との関係では，2015 年に政府によって自治体に対して出された指針によっ
て，人口 20 万人以上の自治体に，「PPP/PFI 優先的検討規程」の策定を






岸が指摘する三点目は， バリュ ・ーフォ ・ーマネー評価であり65）， 「割引率や
リスク調整額の歳出方法」，「恣意的な PSC の算定による VFM を出す可能
性」 を問題にしており，この部分が最も重要であると考えられる。バリュ ・ー




























PFI 導入 10 年後の状況を評価するものであるが，入谷によれば69），わが国
においては，バリュ ・ーフォ ・ーマネーに関する情報を公表しなかったり，バ

































また，先の PFI でバリュ ・ーフォ ・ーマネーの問題点を指摘した入谷は71），













 1）　筆者による従来の検討として，榊原秀訓「PFI における VFM」三橋良士明・榊
原秀訓編著『行政民間化の公共性分析』（日本評論社，2006 年）174 頁～196 頁，
同「PFI―イギリスとの比較を中心にして」日本財政法学会編『公業務の私化と










は水道事業をどう変えるか―ドイツの経験に学ぶ」都市問題 108 巻 6 号 （2017 年） 
71 頁～80 頁， 同「再公営化の動向と理論の内容」地方自治職員研修 50 巻 5 号 （2017
年）15 頁～17 頁，同「ドイツにおける地方公営企業の経営形態と再公営化」公営企
業 48 巻 7 号 （2016 年） 4 頁～16 頁，同「再公営化の動向からみる地方公営企業の展
望：ドイツの事例から」都市とガバナンス 25 号（2016 年）16 頁～34 頁，岸本聡子
「水と人権  なぜ世界で多くの都市で水道再公営化が起きているのか」住民と自治
669 号（2019 年）23 頁～26 頁，同「公共の私営化の現状と未来」および「事例  世
界各地で進む再公営化の流れ」岸本聡子・三雲崇正・辻谷貴文・橋本淳司『安易な
民営化のつけはどこに』（イマジン出版，2018 年）25 頁～78 頁。
 3）　National Audit Office, PFI and PF2, HC718 Session 2017–2019 （2018）.
 4）　House of Commons Committee of Public Accounts, Private Finance Initiatives, 
HC 894 Forty-Sixth Report of Session 2017–19 （2018）.
 5）　座談会 「20年目をむかえた PPP/PFI」 ジュリスト1533号 （2019年） 12頁～26頁。






巻）』（日本評論社，2016 年）231 頁～267 頁等参照。
 8）　榊原・前掲注 1）「PFI における VFM」175 頁～181 頁，同「PFI―イギリスとの
比較を中心にして」50 頁～52 頁。
 9）　岸道雄「PFI における本質的問題に関する一考察」政策科学 21 巻 1 号（2013 年）
19 頁，田代俊明「我が国の PFI 制度について―十五年の歩み―」首都大学東京
法学会雑誌 56 巻 1 号（2015 年）491 頁。
10）　平野倫太郎「英国の PFI/PPP におけるリファイナンスに関する実務」金融法務事
情 2018 号（2015 年）51 頁。ただし，平野は，リファイナンスの機会が生じる可能
性を期待する。
11）　NAO, op. cit., n. 3, paras. 3.2–3.4.
188
12）　Autmn Statement 2012.
13）　HM Treasury, A new approach to public private partnerships （2013） （この文書の
紹介として，水野宏治『英国の道路と道路行政―政権交代後の道路改革と最新施
策（参考資料編）』（独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構，2013 年）145
頁～154 頁）; HM Treasury, Standardisation of PF2 Contracts （2013）. PF2 について
は，岸・前掲注 9）18 頁～19 頁，難波悠「PFI から PF2 へ」東洋大学 PPP 研究セン
ター 19 号（2012 年），水野宏治『英国の道路と道路行政―政権交代後の道路改革
と最新施策（本編）』（独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構，2013 年）63
頁～70 頁参照。
14）　NAO, op. cit., n. 3, p. 38, Figure 14.
15）　Ibid., paras. 3.5–3.8.
16）　Ibid., para. 2.2.
17）　Ibid., p. 24, Figure 8.
18）　H. Mercer and D. Whitfield, Nationalising Special Porpose Vehicles to End PFI: a 
Discussion of the Costs and Benefits （Public Services International Research Unit, 
2018）, Appendix 1 Table 1, 2. 基となっている資料は，以下のものである。HM Treaury, 
Infrastructure and Projects Authority Private Finance Initiative and Private Finance 
2 project: 2016 summary date.
19）　三雲崇正「岐路に立つ新自由主義政策のトップランナー」岸本ほか・前掲注 2）88
頁～90 頁も参照。
20）　NAO, op. cit., n. 3, paras. 1.6–1.13.
21）　Ibid., paras. 1.17–1.22.
22）　Ibid., paras. 1.24–1.26.
23）　Ibid., paras. 1.27–1.33. 2013年の報告書とは，NAO, Review of the VfM assessment 
process for PFI （2013） のことである。
24）　NAO, op. cit., n. 3, paras. 2.2–2.9, 2.18–2.20.
25）　Ibid., paras. 2.21-2.22.
26）　三雲・前掲注 19）93 頁～94 頁も参照。
27）　House of Commons Committee of Public Accounts, op. cit., n. 4, pp. 3, 5–6, 9– 
14.　
28）　NAO, Lessons from PFI and Other Projects, HC 920 Session 2010–2012 （2011）.
29）　House of Commons Treasury Committee, Private Finance Initiative, HC 1146, 
Seventeenth Report of Session 2010–2012 （2011）.
30）　NAO, op. cit., n. 3, paras. 3.19.
31）　House of Commons Committee of Public Accounts, op. cit., n. 4, pp. 3, 15–17.
32）　Ibid., pp. 3, 7–8, 17.
189
イギリスにおける PFI の「終焉」と現在の行政民間化の論点
33）　NAO, op. cit., n. 3, paras. 3.20.
34）　House of Commons Public Administration and Constitutional Affairs Commit-
tee, After Carillion: Public Sector Outsourcing and Contracting, HC 748, Seventh Re-
port of Session 2017–19 （2018） （以下，「PACA, After Carillion」と引用する）, paras. 37– 
39.
35）　Government Response to the Committee of Public Accounts on the Forty Third to the 
Fifty Eights Reports from Session 2017–19 （2018）, paras. 1.1–1.4, 5.1–5.3.
36）　House of Commons Public Administration and Constitutional Affairs Commit-
tee, Government Response to the Committee’s Report: After Carillion: Public Sector 
Outsourcing and Contracting, HC 1685, Ninth Special Report of Session 2017–19 
（2018） （以下，「PACA, Government Response」と引用する）, paras. 4.1–4.5.
37）　Budget 2018: Philip Hammond’s Speech.
38）　Labour Press Notice, 25 September 2017.
39）　The Labour Party, Manifesto 2017 For the Many Not the Few （2017）.
40）　D. Mahoney, Pointmaker The Cost of Nationalisation （Centre for Policy Studies, 
2018）.
41）　Mercer and Whitfield, op. cit., n. 18.
42）　Mahoney, op. cit., n. 40, p. 15.
43）　Ibid., p. 21.
44）　Mercer and Whitfield, op. cit., n. 18, pp. 26–27.
45）　D. Whitfield, PFI/PPP Buyout, Bailouts, Terminations and Major Problem Con-
tracts in UK （European Service Strategy Unit, 2017）, pp. 5–9.
46）　TUC, What Lessons Can We Learn from Carillion—and What Changes Do We 
Need to Make? （2018）.
47）　PACA, After Carillion. カリリオン社の経営破綻については，岸本・前掲注 2）「事
例  世界各地で進む再公営化の流れ」73 頁～77 頁参照。
48）　PACA, After Carillion, para. 1.
49）　榊原・前掲注 6）「比較の中の行政民間化」，同「行政民間化に伴う基本理念の変容
と基本制度への法的対応」等参照。
50）　The Smith Institute, Out of Contract: Time to Move on from the ‘Love in’ with 
Outsourcing and PFI （2018）; CBI, Partnering for Prosperity: CBI/Browne Jacobson 
2018 Public Procurement Survey （2018）.
51）　PACA, After Carillion, paras. 8–36.




53）　The Smith Institute, op. cit., n. 50, p. 12.
54）　PACA, After Carillion, paras. 50–65.
55）　CBI, op. cit., n. 50, pp. 11–12.
56）　PACA, After Carillion, paras. 66–76.
57）　榊原秀訓「イギリス自治体における市場化テストの経験」榊原秀訓・家田愛子・
尾林芳匡『イギリスの市場化テストと日本の行政』 （自治体研究社， 2006 年） 72 頁～
73 頁。
58）　CBI, op. cit., n. 50, pp. 12–13.
59）　PACA, After Carillion, paras. 127–137.
60）　PACA, Government Response, paras. 21.1–21.2, 22.1–22.3.
61）　岸・前掲注 9）19 頁参照。
62）　竹林昌秀「PFI の制度長短と地方自治法体系下での運用課題（下の一）―法理
とリスク管理の視点から」自治研究 93 巻 2 号（2017 年）46 頁。
63）　岸・前掲注 9）20 頁。
64）　尾林芳匡「公共サービスのアウトソーシングの動向と対抗の視点」季刊自治と分
権 65 号（2016 年）55 頁～56 頁，三雲崇正「PFI とは何か」岸本ほか・前掲注 2）
175 頁～181 頁。
65）　岸・前掲注 9）20 頁。
66）　同上 21 頁～22 頁。












（自治体研究社，2009 年）156 頁～160 頁，165 頁～166 頁。
70）　竹林・前掲注 62）36 頁，特別座談会「公共経営政策における PPP/PFI の活用





のか」季刊自治と分権 65 号（2016 年）33 頁～34 頁参照。
73）　西尾市の事例について，庄村勇人「PFI 法と個別法との関係についての法的考察」
法の科学 50 号（2019 年予定）等参照。
74）　小牧市のツタヤ図書館について，榊原秀訓『地方自治の危機と法―ポピュリズ
ム・行政民間化・地方分権改革の脅威』（自治体研究社，2016 年）155 頁～156 頁等
参照。
